
２０２１年度第４回業務委員会議事次第 

 

  （一社）日本コミュニティーガス協会 

  

 

【日 時】２０２１年１２月８日（水）１５：００～ 

 

【場 所】協会会議室 

 

Ⅰ．報告事項 

１. 委員（支部状況）報告 

 

２. 事務局報告 

（１）経過措置料金規制指定団地の指定解除について  ・・・・・・・・ 資料 No.1 

（２）令和３年度第１四半期特別な事後監視の結果・・・・・・・・ 資料 No.2 

（３）集合住宅１棟に対する複数事業者によるガス供給について・・・・ 資料 No.3 

（４）カーボンニュートラル対応について・・・・・・・・・・・・・・・資料 No.4 

（５）「申請書・届出書記載例」及び「Ｑ＆Ａ」に関するご意見等について 資料 No.5 

（６）経過措置解除後の１４条１５条の周知文について ・・・・・・・ 資料 No.6 

（７）認知度向上ポスターについて・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 No.7 

（８）コラボ活動について ・・・・・・・ 資料 No.8 

➢ CN 時代のエネファームの意義 

➢ 「全国親子クッキング」について 

（９） 事業用原料の需給・価格動向等について ・・・・・・・・・・ 資料 No.9 

    

（１０） その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 No.10 

 

（参考） 

・生産動態統計（2021年 8～9月） ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 No.11 

・2022 年度 本部年間行事予定表 

 

Ⅱ. 審議事項 

   ・2021年度業務部事業計画案（骨子） ・・・・・・・・・・・・・・・ 資料No.12 

 

※次回業務委員会は、2022年1月19日(水) 15:00～協会会議室（リアル＋Ｗｅｂ）の予

定です。 

 

                                       以上 



2017年4月
～2021年7月

2021年
12月1日

2022年
3月1日

経過措置 経過措置 経過措置
指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 0 0.9% 1 1 0.6%
0 0

北海道 333 10 343 -6 0 334 3 337 1 335 2 337
▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 4.3% 0.0% 5.3% 0.3% 4.7% 1.9% 5.3% 0.2% 4.7%

88 13.3% 0 1 4.7% 1 1 4.5%
0 1

東北 542 83 625 -26 0 571 28 599 1 572 27 599
▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 18.6% 0.0% 9.1% 2.8% 8.3% 1.9% 9.1% 2.9% 8.3%

266 34.3% 0 83 23.5% 13 58 22.4%
3 38

関東 1,385 722 2,107 -55 1 1,569 483 2,052 24 1,593 459 2,052
▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 39.3% 20.0% 25.1% 49.0% 28.3% 44.4% 25.3% 49.2% 28.3%

124 28.7% 2 36 17.7% 4 33 16.8%
1 7

中部 469 189 658 -9 2 534 115 649 6 540 109 649
8.3% 10.9% 8.9% 6.4% 40.0% 8.5% 11.7% 9.0% 11.1% 8.6% 11.7% 9.0%

10 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%
0 0

北陸 292 0 292 -13 0 279 0 279 0 279 0 279
5.2% 0.0% 4.0% 9.3% 0.0% 4.5% 0.0% 3.9% 0.0% 4.4% 0.0% 3.9%

123 33.3% 0 41 22.9% 2 28 22.5%
2 15

近畿 680 339 1,019 -22 0 769 228 997 4 773 224 997
12.0% 19.6% 13.8% 15.7% 0.0% 12.3% 23.1% 13.8% 7.4% 12.3% 24.0% 13.8%

86 13.1% 2 20 4.7% 0 16 3.8%
0 4

中国 549 83 632 -30 2 574 28 602 5 579 23 602
9.7% 4.8% 8.6% 21.4% 40.0% 9.2% 2.8% 8.3% 9.3% 9.2% 2.5% 8.3%

50 17.6% 0 17 7.1% 1 17 6.6%
0 1

四国 291 62 353 -3 0 325 25 350 2 327 23 350
5.1% 3.6% 4.8% 2.1% 0.0% 5.2% 2.5% 4.8% 3.7% 5.2% 2.5% 4.8%

166 20.4% 0 47 6.4% 5 34 5.4%
1 18

九州 931 238 1,169 10 0 1,104 75 1,179 11 1,115 64 1,179
16.5% 13.8% 15.8% -7.1% 0.0% 17.7% 7.6% 16.3% 20.4% 17.7% 6.9% 16.3%

1 0.5% 0 0 0.5% 0 0 0.5%
0 0

沖縄 181 1 182 14 0 195 1 196 0 195 1 196
3.2% 0.1% 2.5% -10.0% 0.0% 3.1% 0.1% 2.7% 0.0% 3.1% 0.1% 2.7%

915 23.4% ＜減少率= -1.9%＞ 4 245 13.6% 27 188 12.9%
7 84

全国　計 5,653 1,727 7,380 -140 5 6,254 986 7,240 54 6,308 932 7,240
▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 （注）廃止された旧簡易ガス団地数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。
＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 北海道局は２０２２年４月１日解除　　☝　　　 【出典：生産動態統計 ほか】

2021年12月8日

経過措置指定団地の2021年12月解除並びに3・4月解除見込み
 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。 （一社）日本コミュニティーガス協会

2017年3月31日
2021年12月1日見込

（2021年9月生産動態統計BASE）
2022年3月1日見込

（2021年9月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群数

の増減
解除見込み

自由化
団地

団地 計解除
自由化
団地

団地 計
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令 和 ３ 年 １ ０ 月 ２ １ 日  

電力・ガス取引監視等委員会  

 

ガスの特別な事後監視について（令和３年度第１四半期） 

 

（趣旨） 

ガスシステム改革小委員会において、経過措置料金規制が課されない、又は

経過措置料金規制が解除されたガス小売事業者のうち、旧供給区域等における

都市ガス（又は簡易ガス）の利用率が５０％を超える事業者については、「特別な

事後監視」として、ガス小売料金の合理的でない値上げが行われないよう、当該

旧供給区域の料金水準（標準家庭における１ヶ月のガス使用量を前提としたガス

小売料金）を、３年間監視することとされています。 

以上を踏まえ、令和３年４月から６月を対象とした「特別な事後監視」の結果に

ついて公表します。 

 

１．調査の概要 

(1) 対象事業者・供給区域等 

 旧簡易ガス事業者：  １２０事業者   ２８２供給地点群 

 

(2) 事業者からの報告事項 

対象となる事業者から令和３年４月から６月までの期間（以下「本件対象期間」

という。）の以下の情報を収集した。 

① 標準家庭における１ヶ月のガス使用量及び当該ガス使用量を前提として

算定したガス小売料金（月次） 

② 家庭用におけるガス販売量及び販売額を前提として算定した販売単価

（月次） 

 

２．調査結果 

本件対象期間における、①各月ガス小売料金の前月との比較、②各月販

売単価の前年同月との比較を行い、検証・確認を行った結果、値上げが行わ

れた事実は認められなかった。 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

  電力・ガス取引監視等委員会事務局 

取引監視課長 池田 

統括ネットワーク事業管理官 伊藤  

担当者：宮嶋、中橋、牛島、齋藤 

電 話： 03-3501-1552（直通） 
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令和３年１０月２０日  

日本グリーンＬＰガス推進協議会  

 

一社「日本グリーンＬＰガス推進協議会」の立ち上げについて  

 

ＬＰＧ輸入元売りの大手５社（アストモスエネルギー、ＥＮＥＯＳグローブ、ジクシス、ジャパンガスエナジー、

岩谷産業）は、一般社団法人「日本グリーンＬＰガス推進協議会」を今般新たに設立し、ＬＰＧ（プロパン・  

ブタン）のグリーン化事業を共同して進めることとなった。 

 

具体的には、水素と二酸化炭素（ＣＯ２）を合成させ、メタノール等への改質プロセスを経たうえで、１００％

近い収率でＬＰＧを製造する新たな技術（プロパネーション・ブタネーション）を北九州市立大学との連携に

よって確立する。ＦＴ（フィッシャー・トロプシュ）を始めとする従来の燃料合成技術では、ＣＯ２を一酸化炭素に

置換する必要があり、非効率な面があったが、新技術ではＣＯ２を直接水素と効率的に反応させ、高い  

得率でのＬＰＧ製造が可能となる。当協議会はこの分野で世界的な権威である北九州市立大学客員研究

員の藤元薫氏（東京大学名誉教授、一般社団法人ＨiＢＤ研究所代表、北九州市立大学名誉教授）から 

全面的な研究協力を得ることによって、早期の実証化を目指す。 

 

また、当協議会では、ＬＰＧと類似した特性を有するＤＭＥ（ジメチルエーテル）からＬＰＧを製造する技術の 

確立に向け、上記研究と並行して、大手触媒メーカー等との共同研究開発を進める。 

 

当協議会では、ふたつの実証試験結果を３年後を目途に検証のうえ、双方の研究を通じて得られた技術を

用いて下水処理汚泥施設から発生するバイオ原料等から得られた水素とＣＯ２を利活用することによって、

２０３０年前半には年間３万トン規模のカーボンフリーなＬＰＧ（グリーンＬＰＧ）の社会実装の実現を目指す。 

 

ＬＰＧは一般家庭や業務用を始め、化学原料や自動車燃料、都市ガスの熱量調整原料など、幅広い用途

で使われており、昨年度の国内需要は約１，３００万トンに上る。ＬＰＧは可搬性に優れ、劣化しない特性を

有しており、災害対応力の強化に向けた備蓄用燃料としての他、ＬＮＧと同様、硫黄含有量が殆どないと 

いった環境特性によって、舶用燃料としての新たな需要も期待されており、燃焼機器の省エネ化や人口減

が進むなかにあっても、政府の試算でも２０５０年時点で相当量の需要量が残ると見込まれている。ＬＰＧの

グリーン化を巡っては、バイオ原料の利用だけでは資源に限界があるため、将来的にはグリーン水素等を

利活用し、ＬＰＧ需要全量のグリーン化を進めて行く考えだ。 

 

５社が会員となっている日本ＬＰガス協会（会長、アストモスエネルギー社長 小笠原剛氏）では、昨年秋に

「グリーンＬＰガスの生産技術開発に向けた研究会（座長：早稲田大学、関根泰教授）を立ち上げ、今年４月

には、ＬＰＧのグリーン化に向けた今後の課題と方向性に関する報告書をまとめた。今回の協議会設立は、

同研究会からの流れに沿ってグリーンＬＰＧの社会実装に繋げて行くためのもので、初代の協議会代表 

理事には、同協会会長の小笠原氏が就任する。 

以 上 
【本件に関するお問い合わせ先】 

事務局（日本ＬＰガス協会） 上平、三木田 

電話 03-3503-5741 
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2021 年 10 月 20 日現在 

 

一般社団法人「日本グリーンＬＰガス推進協議会」の概要 

 

法人名称 一般社団法人 日本グリーンＬＰガス推進協議会 

（英文名 ： Institute of Japan Green LP Gas Promotion） 

所 在 地 〒105-0001 

東京都港区虎ノ門１丁目１４－１ 郵政福祉琴平ビル４階 （日協事務局内） 

創  立 令和３年１０月１８日 

代表理事・会長 小笠原 剛 

主な活動事業 
カーボンニュートラルなＬＰガスの製造技術開発を進め、社会実装に繋げて行く 

ことを目的とした次の事業。  

⑴ バイオ DME（ジメチルエーテル）を用いたＬＰガスのグリーン化事業  

⑵ 水素と一酸化炭素・二酸化炭素を用いたＬＰガスのグリーン化事業 

⑶ その他、ＬＰガスのグリーン化に向けた製造技術開発、ならびに社会実装の 

目的を達成するために必要な事業  

会員企業／団体 【正会員】  

アストモスエネルギー株式会社  

ＥＮＥＯＳグローブ株式会社 

ジクシス株式会社     

株式会社ジャパンガスエナジー 

岩谷産業株式会社 
 

【準会員】 

 日本ＬＰガス協会 

役員構成 

 

代表理事 （会長）  

理事 （副会長）   

理事 （副会長）   

理事 

理事 

業務執行理事 

小笠原 剛 （アストモスエネルギー株式会社 代表取締役社長） 

岩井 清祐 （ＥＮＥＯＳグローブ株式会社 代表取締役社長 社長執行役員） 

野倉 史章 （ジクシス株式会社 代表取締役社長） 

大浜  健 （株式会社ジャパンガスエナジー 代表取締役社長） 

間島  寛  （岩谷産業株式会社 代表取締役 社長執行役員） 

吉田  栄  （日本ＬＰガス協会 専務理事） 

 



一般紙・業界紙合同記者懇談会

２０２１年１０⽉２０⽇

〜 カーボンニュートラルに向けた
ＬＰガス業界の取り組み 〜

サステナブルな社会と暮らしを支えるLPガス
〜⻘い炎のメッセージ〜

一社「⽇本グリーンLPガス推進協議会」
の⽴ち上げについて



研究会での技術検討から導き出された⾒解 ︓
①メタネーションはメタンのみが目的生産物となるため、ＬＰガス合成には適合しない。
②ＦＴ合成※1では、⾼い収率でプロパン、ブタンを得る⾼効率合成を期待出来ない。
③技術的に実現可能性が⾼い技術は、⼆酸化炭素と⽔素を原料とする反応の過程で

メタノール、DME※2を経由する、⾼効率LPガス直接合成技術であり、既に基礎段階
での研究は成功している。

④又、DMEについても合成技術は既に確⽴しており、 DME を原料としてLPガスを得る間接
合成技術も同様に実現可能性が⾼い。

⽇本LPガス協会主催「グリーンＬＰガスの生産技術に向けた研究会」※

（2020年11⽉〜2021年3⽉）最終報告書

“ 2050年以降も社会が必要とするLPガスを持続可能なエネルギーとして責任を
持って供給し続けるためにも、グリーンDMEと共に、カーボンフリーのLPガス
合成（プロパネーション、ブタネーション）による技術開発を並⾏して
進め、社会実装に繋げていくアプローチが極めて重要となる。 “

※1FT合成︓フィッシャー・トロプシュ法(Fischer-Tropsch Process)、一酸化炭素と水素（合成ガス）から触媒反応を用いて液体炭化水素を合成
する合成法であり、目的⽣産物は⽯油代替の合成油や合成燃料。

（出所）︓⽇本LPガス協会「グリーンLPガスの⽣産技術開発に向けた研究会」報告書（令和3年4月)

1
※座⻑︓早稲⽥⼤学関根泰教授、
2020年11月〜2021年3月まで5回開催

※2DME︓ジメチルエーテル(Dimethyl Ether)、エーテルの一種、灯油に近い燃焼特性とLPガスに近い物性を持つ合成燃料。一酸化炭素と水素
から直接DMEを合成する直接合成法とメタノールを合成し、それを脱水する間接合成法がある。



政府「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」
令和3年6⽉18⽇閣議決定

.

エ）グリーン LPG
＜現状と課題＞
・LP ガスは全世帯の約４割の家庭に供給される、国⺠⽣活を⽀える必要不可⽋なエネルギーである。
・また、工業用・化学原料用等、多岐にわたる分野を⽀えており、2050年時点においても
約６割の需要が維持される⾒込みである。

・カーボンニュートラルに向けて、化⽯燃料である LP ガスを海外から調達する業界構造から、バイオマス等から
（化⽯燃料由来ではない）グリーン LP ガスを合成する技術を確⽴することによ り、グリーン LP ガス製造
業の創出を図ることで、カーボンニュートラルに貢献する業態へ転換する必要がある。

・現状では、水素と一酸化炭素等による人工合成やバイオマス等によるグリーンな LP ガス合成技術が想定
されるが、将来的に、LP ガスを直接合成するためには、耐久性の⾼い触媒等の開発・実証が
不可⽋。

＜今後の取組＞
・LP ガスのグリーン化を図るため、化学合成やバイオマスによる LP ガス合成技術を確⽴し、2030
年の社会実装に向けた実証等に取り組む。

・こうしたグリーン LP ガスの合成に係る技術開発・実証を今後 10 年で集中的に⾏うことで、 2030年
までに合成技術を確⽴し、商用化を実現。2050年には需要の全量を
グリーン LP ガスに代替することを目指す。

2



第６次エネルギー基本計画でのＬＰガスの記載
５．2050年を⾒据えた2030年に向けた政策対応
(1)現時点での技術を前提としたそれぞれのエネルギー源の位置づけ
③化⽯エネルギー
(c)LPガス
約4割の家庭に供給されており、全国的な供給体制に加えて緊急時に供給を維持できる備蓄体制も整備

している。また、最終需要者への供給体制及び備蓄制度が整備され、可搬性、貯蔵の容易性に利点があり、
⽯油と同様に「最後の砦」として、平時のみならず緊急時のエネルギー供給に
貢献する重要なエネルギー源である。

(10)化⽯燃料の供給体制の今後の在り⽅
④LPガスの供給体制確保

LPガスは、⻑期的には、家庭部門の電化や地方での人口減少、省エネルギー機器の普及等により、国内
需要が減少する可能性があるものの、引き続き平時のみならず緊急時にも対応
できるような強靭な供給体制を確保することは重要である。カナダや豪州など
調達先を多角化することにより、我が国のエネルギー・セキュリティ向上に取り組むことが必要である。また、温室
効果ガス排出削減やLPガス産業の収益⼒の向上を目指し、省エネルギーにも資するスマートメーターの
導⼊による配送合理化などの取組を後押しする。温室効果ガス排出削減の観点から、ボイラーや発電機に
よる⽯油からLPガスへの燃料転換の取組を進める。また、熱電供給においても、より省エネルギーを実現する
家庭用燃料電池(エネファーム)等のＬＰガスコージェネレーションや電⼒需要のピークカットに貢献できるガス
ヒート ポンプ(GHP)等の利用拡⼤を進める。さらにLPガスの脱炭素化に向けて、バイオ
LPガスや合成LPガス(プロパネーション、ブタネーション)等の研究
開発や社会実装に取り組む産業界の取組を後押しする。
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新たに設⽴する一般社団法⼈の詳細

新法⼈名称︓ 一般社団法⼈ ⽇本グリーンＬＰガス推進協議会
英文名 ︓ Institute of Japan Green LP Gas Promotion
設⽴⽇ ︓ 2021年10⽉１８⽇
役員構成 ︓ ⼩笠原剛 会⻑ （⽇本ＬＰガス協会会⻑、アストモスエネルギー社⻑）

岩井清祐 副会⻑ （同協会副会⻑、ENEOSグローブ社⻑）
野倉史章 副会⻑ （同協会副会⻑、ジクシス社⻑）
吉田栄 業務執⾏理事 （同協会専務理事）
上平修 事務局⻑ （同協会事務局⻑）

4

正会員︓⽇本LPガス協会 常任理事会社

アストモスエネルギー株式会社︓代表理事

エネオスグローブ株式会社︓理事

ジクシス株式会社︓理事

株式会社ジャパンガスエナジー︓理事

岩⾕産業株式会社︓理事

（準会員︓事務局）
⽇本ＬＰガス協会



(一社)⽇本グリーンＬＰガス推進協議会の研究開発概要︓

開発目標

開発体制、
スケジュール、

開発資⾦北九州市⽴⼤学との連携でHiBD研究所
藤元薫先生 (東⼤、北九州市⽴⼤学
名誉教授)と実証研究
プラント規模︓10kg/⽇

⼤手触媒メーカー等との共同研究

Project 1 ： Project 2 ：
5

プラント規模︓100kg/⽇（30トン／年）

2030年〜 ︓ プラント規模（一基当たり）︓10〜100トン/⽇（3千トン〜3万トン／年）
〜2050年 ︓ LPガス総需要の全量をグリーンLPガスに代替目指す



Project 1 : 中間冷却(ITC)式多段LPガス直接合成法
(一社)⽇本グリーンＬＰガス推進協議会の研究開発技術︓ 6

上記反応系で副反応の生成物で、触媒被毒の原因と
なる⽔（H2O）をインタークーラー（ITC)で除去する
ことで、LPガス収率の向上と触媒寿命を延⻑。

アップグレードコンバーター
により、副産物を転換し、
LPガス収率を⾼める。

・HiBD研究所藤元薫先生（東京⼤学、北九州市⽴⼤学名誉教授が開発した技術であり、
世界に類を⾒ない画期的なプロセス

・⽇本グリーンLPガス推進協議会の資⾦により北九州市⽴⼤学と連携した研究

炭酸ガス(CO2)からLPガスを１００％近い収率で与える新反応プロセスの開発

CO2反応率 ︓ 95％
ＬＰガス収率 ︓ 90％
ドライガス収率 ︓ 3％
（C1&C2パラフィン）
ナフサ収率 ︓ 2％
CO2 ︓ 1〜2％

（いずれも炭素基準）



Project ２ : バイオガス等のメタノール・ＤＭＥ経由LPガス間接合成法
(一社)⽇本グリーンＬＰガス推進協議会の研究開発技術︓ 7

・ ⽇本グリーンLPガス推進協議会、⼤手触媒メーカー等が共同で、⽔素消費の少ないDME
(バイオ、再生可能由来)から、⾼効率にLPガスを合成する新たなプロセスを開発



(一社)⽇本グリーンＬＰガス推進協議会の研究開発技術の社会実装ロードマップ︓ 8

2021年 2022年 2023年 2030年 2040年 2050年

先導研究
プログラム

国家プロジェクト
（ＧＩ基⾦含む） 実用化研究 社会実装

グリーンLPガス製造
技術の個別要素技術
基盤の構築

個別要素技術基盤を繋ぐシステム
開発と触媒等のスケールアップ検証

グリーンLPガス市場への社会実装に
向けた実用化検証・経済性の検証
→ バイオ資源の有効活用

⼤規模⽣産によるプロセスの低廉化
→ ⼤規模⽣産による低廉な水素と発電所等
でのCO2を利用したグリーンLPガス社会の実現

①触媒・反応器設計
②触媒改良とプロセス設計
③パイロットプラントによる

触媒反応実証
④グリーンLPガス製造全体

プロセスの検討

①中間体DMEの製造技術との融合
②全体プロセス技術の実証プラント検証
③⼤規模⽣産にも耐える⻑寿命

触媒の実証

実証試験装置
10kg/日 実証プラント

100kg/日

商用化プラント
10ton〜100ton/日

LPガス⾼効率機器普及による低炭素化
LPガスサプライチェーン効率化による低炭素化
LPG船等への燃料転換

LP
ｶﾞ

ｽ供
給

量

パイロットプラントベース

下⽔処理施設でのバイオガスを
実際に用いた実証プラントの建設

全国の下⽔処理施設（約1,300ヶ所）をターゲットとした事業展開
→ 既存の供給インフラ（貯蔵タンク、ローリー、充填施設等）の活用

元売り業界が中心となって、LPガス需要
全量をグリーンLPガスに代替することを
目指す。

バイオガス原料以外
の製造にも応用

LPガス輸⼊元売り業界の製造業への業態転換

2030〜2050年のCO2累計削減量 : 2億4千万トン
【2050年単体 : 2,400万トン 】

基礎研究段階

グ
リー

ンL
Pガ

ス
⽣

産

2030年前半



カーボンニュートラル実現には業界全体での取り組みが必要
（全国ＬＰガス協会との連携）

LPガス業界のＣＮ化
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⽇本LPガス協会
https://www.j-lpgas.gr.jp

お問い合わせ先︓03-3503-5741
担当︓三⽊田 y-mikita@j-lpgas.gr.jp

本⽇のプレゼンテーション資料につきましては、
弊協会ホームページのトップページに既に公開
しております。何卒ご参照をお願いします。
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ガス小売事業申請書・届出書記載例集 
（記載例作成済みの目次です。追加したい事例があればご連絡ください。） 

目       次 

 

【ガス小売事業（コミュニティーガス事業）を始める】 

 

記載例 1（様式１）ガス小売事業登録申請書（ガス小売事業の開始） 

 

記載例 2（様式２）ガス小売事業遂行体制説明書（様式１添付書類） 

 

記載例 3（様式なし①）法第６条第１項各号に該当しないことを誓約する書面 

 

記載例 4（様式３）苦情等処理体制説明書（様式１添付書類） 

 

記載例 5（様式なし②）5万分の１の地図（様式１添付書類） 

 

記載例 6（様式なし③）ガス工作物の設置の状況を記載した書面（様式１添付書類） 

 

記載例 7（様式なし④）主たる技術者の履歴書（様式１添付書類） 

 

その他、様式１の添付書類 

 

 

【登録事項を変更する】 

 

記載例 8（様式４）ガス小売事業変更登録申請書（供給地点群の増加） 

 

記載例 9（様式５）ガス小売事業氏名等変更届出書（事業者の名称変更） 

 

記載例 10（様式５）ガス小売事業氏名等変更届出書（事業者住所の変更） 

 

記載例 11（様式５）ガス小売事業氏名等変更届出書（代表者氏名の変更） 

 

記載例 12（様式５）ガス小売事業氏名等変更届出書（その他の営業所の名称・所在地の変更、 

主たる営業所の名称・所在地の変更、その他の営業所の追加・廃止） 
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記載例 13（様式５）ガス小売事業氏名等変更届出書(電話番号・電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽの変更） 

 

記載例 14（様式６）ガス小売事業変更届出書 

(新設せり上がり、集合住宅及び他事業者団地の獲得等に伴う液石からの変更） 

 

記載例 15（様式６）ガス小売事業変更届出書(供給地点群の減少・廃止） 

 

記載例 16（様式６）ガス小売事業変更届出書(供給地点群の名称の変更） 

 

記載例 17（様式６）ガス小売事業変更届出書(供給地点群の住所表記の変更） 

 

記載例 18（様式６）ガス小売事業変更届出書(供給地点数（増加・減少）の変更） 

 

記載例 19（様式６）ガス小売事業変更届出書(最大ガス需要の見込みの変更） 

 

記載例 20（様式６）ガス小売事業変更届出書(供給能力の確保の見込みの変更、調整装置の更新、 

容器等（バルク・貯槽等含む）及び気化装置の能力の変更） 

 

記載例 21（様式６）ガス小売事業変更届出書（特定製造所の名称・住所の変更） 

 

記載例 22（様式６）ガス小売事業変更届出書 

(導管（本支管）の内径.総延長、導管内におけるガス圧力変更） 

 

記載例 23（様式７）ガス小売事業承継届出書（事業承継による供給地点群の増加） 

 

 

【ガス小売事業を終了する】 

 

記載例 24（様式８）ガス小売事業休止（廃止）届出書 

（供給地点群消滅によるガス小売事業の休止または廃止） 

 

記載例 25（様式９）解散届出書（法人の解散によるガス小売事業の廃止） 

 

記載例 26（様式１５）供給計画届出書（前年度末までに提出する定期報告） 

 

記載例 27（様式１６）供給計画変更届出書（供給地点群に移動があった場合の随時報告） 

 

以上 
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業務関連Ｑ＆Ａ（旧目次＋事務局追加・修正・削除） 

分類 № 質問内容 

経過

措置

団地 

自由

化団

地 

頁 

【定義・許認可 

関係】 

1 コミュニティーガスとは何ですか？ ○ ○  

２ 経過措置団地と自由化団地は何が違うのですか？    

３ 供給地点・供給地点群・調定数のそれぞれの意味は何ですか？ ○ ○  

４ 
コミュニティーガス事業における「簡易なガス発生設備」とは何です

か？ 
○ ○  

５ 
コミュニティーガス事業の「一の団地」とは、どのように解釈するの

ですか？ 
○ ○  

６ 

資本関係にある二つの会社が「一の団地」内にそれぞれ液化石油

ガス販売事業における小規模導管供給物件を持っており、その合

計戸数が７０を超えた場合、ガス事業法の適用を受けますか？  

○ ○  

7 

旧ガス事業法時代に 2 棟（80 戸＋40 戸）の集合住宅を「一の団

地」として簡易ガス事業の許可が与えられた団地で、その団地内

の一方（40 戸）の集合住宅が建替えられ 70 戸となった。既存の団

地内の変更となるか、新規の団地となるか？ 

○ ○  

8 

既存の団地（70 戸以上）とは別に、隣接して区画の新規（７０戸以

上）の集合住宅にガスを供給することとなった。独立した新規の供

給地点群となるのか。また、道路を横断する導管により接続し既

存団地の供給設備を共用してよいか。 

 ○  

9 

一つの供給地点群内おいて、地点の増加や減少があっても、供給

地点数以内の増減であれば、変更の申請・届出をする必要はない

のですか？ 

○ ○  

10 
コミュニティーガスの供給地点変更の申請・届出は、具体的にどの

ように行えばいいですか？ 
○ ○  

11 
特定ガス発生設備の調整器の交換を行いました。同じ能力の調

整器ですが変更届は必要ですか？ 
   

12 

一般ガス供給区域内において、７０戸以上の導管供給によるＬＰ

ガスによる需要の申込みを受けました。コミュニティーガス事業を

運営することの許可をとることは可能ですか？ 

○ ○  

13 
コミュニティーガス団地の廃止を検討しています。廃止の要件はど

のようなものですか？ 
○ ○  

14 
事業譲渡・譲受の認可申請は、どのような場合に、どんな手続き

を行うのですか？ 
○ ○  

１5 
事業譲渡譲受認可申請に際して、「需要家の周知文」は添付資料

として必要ですか？ 
○   

１6 会社を吸収合併する際、合併認可申請は必要ですか？ ○ ○  

17 組織改編・合併等があった場合、どのような手続きが必要か？ ○ ○  

18 コミュニティーガス団地において、卸供給・託送供給は可能か。 ○ ○  

19 
コミュニティーガス団地内の供給地点において、供給事業者が液

石法適用としてシリンダーによるガス供給を行うことは可能か？ 
○ ○  

20 

コミュニティー団地を譲受したところ、団地内に以前から当社が供

給していた液石の需要家があった。この場合、どのような対応した

ら良いか？ 

○ ○  
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【 供 給 約 款 

関係】 
21 

「ガス小売供給約款」「指定旧供給地点小売供給約款」とは何で

すか？また「ガス小売供給約款」は必須ですか？ 
○ ○  

22 「早収料金」や「遅収料金」は設定しなければならないのですか？ ○ ○  

23 ガス料金の日割り計算の方法を具体的に教えてください。 ○ ○  

24 約款等、契約条件はどのように開示したらよいか？ ○ ○  

25 
検針時におけるガスメーターの指針はどの桁まで読むことが正し

いのですか？ 
○ ○  

26 
需要家敷地の内管の所有関係と内管工事費負担について、教え

てください。 
○ ○  

27 
内管工事見積単価表を変更しようと検討しています。どのような手

続きが必要か教えてください。 
○ ○  

28 

需要家がオール電化に転換し、ガス供給を取りやめすることにな

り、敷地内の灯外内管の撤去を要請されました。お客様から撤去

費用をいただくことはできますか？ 

○ ○  

29 

標準供給約款に定める保証金について、利息の利率を設定して

いますが、複利計算が困難であるため、利息の利率を０パーセント

で設定することは可能ですか？ 

○ ○  

30 

水道の検針では、毎月検針ではなく２ヶ月毎に検針されているケ

ースがありますが、供給地点群内の公民館等で１ヶ月の使用量が

極端に少ない需要家のガス検針を２ヶ月毎に伸ばすことは可能で

しょうか。 

○ ○  

31 検針或いは料金収納を他社に委託することは可能ですか？  ○ ○  

32 
供給開始時に需要家との契約書の取り交わしは必要ですか？ま

た、所定の様式はありますか？ 
○ ○  

 
 

   

【 料 金 算 定 

関係】 
33 

経過措置団地の料金制度はどのようになっていますか？ 
○   

34 
経過措置料金規制が外れたが、ガス料金は液石と同じ扱いで良

いですか？ 
 ○  

35 
自由化団地です。赤字運営が続いているので料金を引き上げた

いと思います。行政からの指導等はありますか？ 
   

36 
自由化団地になった後導管の更新を行いました。料金改定はどの

ようにすれば良いですか？ 
 ○  

37 

灯外・灯内内管の費用は従来通りまとめてお客様に請求しなけれ

ばならないのか？ 

例えば有償貸与とし設備利用料として回収する方式はどうか？  

 ○  

38 
払込票の発行手数料を請求することは可能か？ 

また、これは料金改定に該当するのか？ 
 ○  

39 

新規のコミュニティーガス団地（集合型マンション）で給湯器の設

備投資が発生した。料金設定する場合は、投資分を転嫁した３部

制料金をの考えを取り入れて良いか？ 

 ○  
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40 

経過措置料金指定団地において、経年劣化の導管を一部だけ入

れ替えました。新たな投資が発生したので料金改定を行いたいの

ですが、その際、既存導管に係る供給地点、入替導管に係る供給

地点を入力するにあたり、それぞれの地点数はどのように算出す

ればいいのでしょうか？ 

○   

41 

供給約款料金算定規則第３第１表中、１供給地点当たりの道路

占用料の額を定める標準係数が、甲地、乙地、丙地に分かれてい

ますが、それぞれの区分けの基準は何ですか？ 

○ ○  

42 事業報酬額とは何ですか？  ○ ○  

43 

総原価における租税課金（固定資産）原価計算時に、「固定資産

税の減免をするか否か」を選択することになっていますが、「固定

資産」の減免とはどういう意味ですか？ 

○ ○  

44 
設備投資した導管等（有形固定資産）の固定資産税の減免措置

の特例措置適用の可否。 
○ ○  

45 
料金改定を行なう場合、原料費調整の調整指標となる基準平均

原料価格はどのように設定するのですか？ 
○   

46 
供給約款料金を引き下げる場合の申請手続きについて教えてくだ

さい。 
○   

削除 

選択約款を導入する場合の ①総括原価準拠方式  ②ネット・レ

ベニュー・テスト方式の２つの方式がありますが、それぞれの特徴

は何ですか？ 

○ ○  

削除 特定ガス大口供給とは、どういうものですか？ ○ ○  

47 
料金算定に伴う総括表の「その他経費」には、何が含まれている

のか？ 
○ ○  

     

【 原料費調整 

制度関係】 
48 

原料費調整制度における料金の調整はどのようにするのです

か？ 
○ △  

49 
原料費調整を計算する場合の端数処理の方法を具体的に教えて

ください。 
○ △  

50 

原料費調整制度の指標となる平均原料価格は、上限バンドは１６

０％と設定されていますが、下限の設定がないのは何故でしょう

か？ 

○ ○  

51 
自由化団地です。原料価格の高騰により料金が上限バンドに制

約され固定されている状況です。どうすれば良いですか？ 
 ○  

52 
実取引では「CP価格」等が使用されますが、原料費調整では何故

「ＣＩＦ価格」が使用するのですか？ 
○   

53 
ＣＩＦ価格の速報値、確報値、確定値はどういう違いがあるのです

か？ 
○ ○  

54 
自由化団地です。原料価格の算定指標に「CP・MB」を導入しても

良いか？ 
 ○  

55 

毎年 5 月検針分の平均原料価格において、一般ガス事業者とコミ

ュニティーガス事業者のプロパン平均原料価格に差異があります

が、一般ガス事業者とコミュニティーガス事業者とで平均原料価格

の算出方法は異なるのですか？ 

○ ○  

 

 

 

 

○ ○  
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【その他】 

 
56 

法定報告書はどんな種類がありますか？それぞれ提出期限につ

いても教えて下さい。  

また、新たに提出することになった供給計画について、記入方法

等を教えてください。 

○ ○  

57 
ガス事業生産動態統計調査票の記入のポイントについて教えてく

ださい？ 
○ ○  

58 収支報告書は、どのようにして作成すればいいですか？ ○ ○  

59 
コミュニティーガス事業によるガス供給は、特定商取引法の規制

対象になりますか？ 
○ ○  

60 

料金に関する行政の定期的評価において、収支が赤字の事業

者、もしくは長期に亘り料金を改定していない供給地点群を有する

事業者が評価対象とされるようですが、どのように行政評価が行

われ、また、どのような行政指導を受けるのですか？ 

○   

61 

大震災が起きると、学校の校庭等に７０戸以上の仮設住宅が建設

されるが、この場合はコミュニティーガス事業の許可を受ける必要

がありますか？ 

 ○  

削除 なぜ「旧簡易ガス」のことを「コミュニティーガス」と呼ぶのですか？ ○ ○  

     

 


